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森崎巌（全労働省労働組合執⾏委員⻑／元労働基準監督官）
⾼須裕彦（⼀橋⼤学⼤学院社会学研究科フェアレイバー研究教育センター）
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本⽇と次週の授業のねらい

n これまでの授業を踏まえ、
l トラブル事例から私たちの権利について考える
l トラブルにあった時に問題をどうやって解決するか
l 労働法によって定められた労働者の権利、労働⾏政機
関の機能、労働組合の役割や機能を学び

l 社会に出て働き、⽣きていく⼿がかりを考える。
n 東京都産業労働局『ポケット労働法2016』
（毎年6⽉に改訂版が出ます。今年はまだ）

http://www.hataraku.metro.tokyo.jp/sodan/siryo/pocket/index.html
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スピーカーの紹介
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n 森崎巌：全労働省労働組合中央執⾏委員⻑。労働基準監
督官として、⾸都圏の労働基準監督署や労働局に約20年
勤務の後、厚⽣労働省の旧労働省（本省、都道府県労働
局、労働基準監督署、公共職業安定所など）系の職員を
組織する労働組合の専従役員として、組合活動に関わっ
ている。

n ⾼須裕彦：⼀橋⼤学⼤学院社会学研究科フェアレイバー
研究教育センター勤務。労働関係の出版社勤務をへて、
労働組合の役員として、労働相談・組合づくりに14年間
従事する。2006年から現職。労働教育の実践や⽇⽶の労
働運動に関する調査研究に従事している。



労働講座受講⽣アンケートの結果
アルバイト実態調査アンケート
4⽉18⽇実施、回答32名
アルバイトを⾏う理由
①学費を賄うため ２
②⽣活費の全額を賄うため ５
③⽣活費の⼀部を賄うため １１
④旅⾏や遊興費を賄うため ２２
⑤海外留学経費を賄うため １
⑥貯⾦のため ９
⑦将来の奨学⾦返済のため １
⑧家族の家計を⽀えるため ２
⑨その他(経験・やりがい） 3
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労働講座受講⽣アンケートの結果
アルバイト実態調査アンケート

n アルバイト経験：回答者32名中31名。
n 64のアルバイト先：複数のアルバイト先を経験
n 勤続⽉数平均は12.02カ⽉、26事例で勤続1年以上
n 週労働時間平均16.7時間、週20時間以上勤務：23事例、
週30時間以上勤務：3事例

n 業種・職種：主に第三次産業：
教育(塾・予備校講師・事務、採点、家庭教師、学童など):11件
飲⾷店（居酒屋、レストラン、ファストフード、寿司、コー
ヒー・カフェ、飲⾷宅配など）:28件
販売(コンビニ、スーパー、洋菓⼦店、宝⽯店、GSなど）:12件
その他サービス業（IT企業、カラオケ、派遣､清掃､クリーニン
グ、ホテル､映画館、スキー場など）：13件
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トラブル・問題事例：64のアルバイト
先のうち15件
■ 労働時間（シフト）をめぐるトラブル：希望シフトと異なる
シフトに⼊れられた；⾃分で代わりを探せ；正社員の⻑時間
労働；誰も休憩をとらない；客が⼥性の⽅が喜ぶとシフトを
削られた；シフト管理が不⼗分

■ 賃⾦・時間外・深夜⼿当の不払い；サービス残業；給与の遅
配；系列の塾で違法な労働環境に関する報道があって、給与
体系が変更され、休憩時間の⽚付けや授業後の事務作業に賃
⾦が出るようになった；授業準備や業務⽇誌の作成に給料が
払われず、5時間拘束で2コマ・時給換算600円

■ ⼈間関係のトラブル・いじめ；不合理な指⽰（⽣徒の消しゴ
ムを4時間無給で捜索）；⼈⼿が⾜りないとアルバイトにあ
たる；盗撮を疑われたアルバイトが辞めさせられた；外国⼈
への偏⾒・罵詈雑⾔；アルバイトの意⾒は無視

■ ⼈⼿不⾜；⼊寮条件が説明と違った；⼀⼈だけ責任感のない
⼈がいた(時給が同じで不公平）
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集団から個⼈へ：個別労働紛争の増加
厚⽣労働省関係（労働局・労基署など）の総合労働相談件数は⾼⽌まり傾向。解
雇・雇⽌め・退職勧奨、⾃⼰都合退職35.9％、いじめ・嫌がらせ22.８％、労働
条件の引下げが8.9%など（2016年度）出所：厚⽣労働省「平成28年度個別労働
紛争解決制度施⾏状況」
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いじめ・嫌がらせ

70,917 

(22.8%)

自己都合退職

40,364 

(13.0%)

解雇

36,760 

(11.8%)
労働条件の引下げ

27,723 

(8.9%)

退職勧奨

21,901 

(7.1%)

雇止め 12,472 （4.0％）

出向・配置転換 9,244 （3.0％）

雇用管理等 6,314 （2.0％）

募集・採用 3,162 （1.0％）

採用内定取消 1,961 （0.6％）

その他の労働条件 39,096 （12.6％）

その他 40,606 （13.1％）

平成28年度
民事上の個別労働紛争

相談件数

計310,520件
（※内訳延べ合計件数）

（２）民事上の個別労働紛争｜相談内容別の件数

※ ％は相談内容の全体（内訳延べ合計件数）に占める割合。合計値は、四捨五入による端数処理の関係で
100％にならないことがある。なお、内訳延べ合計件数は、１回の相談において複数の内容にまたがる相
談が行われた場合には、複数の相談内容を件数として計上したもの。

997,237 
1,075,021 

1,141,006 1,130,234 1,109,454 
1,067,210 1,050,042 1,033,047 1,034,936 

1,130,741 

197,904 
236,993 247,302 246,907 256,343 254,719 245,783 238,806 245,125 255,460 

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

総合労働相談件数 民事上の個別労働紛争相談件数

１ 総合労働相談

別添２

- 3 -

（１）相談件数の推移

平成28年度個別労働紛争解決制度の運用状況

ほか 計112,855



集団から個⼈へ：個別労働紛争の増加
増え続けるいじめ嫌がらせ
出所：厚⽣労働省「平成28年度個別労働紛争解決制度施⾏状況」
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19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

いじめ・嫌がらせ
70,917件（+6.5%)

解雇
36,760件（-2.7%）

自己都合退職
40,364件（+7.2%）

労働条件の引下げ
27,723件（+5.0%）

退職勧奨
21,901件（-0.9％）

※ ( )内は対前年度比。

（３）民事上の個別労働紛争｜主な相談内容別の件数推移（10年間）

※ （ ）内は相談対象となる労働者の就労形態の全体（合計件数）に占める割合。合計値は、四捨五入によ
る端数処理の関係で100％にならないことがある。

（４）民事上の個別労働紛争｜就労形態別の件数

正社員

96,120 

(37.6%)

パート・アルバイト

37,269 

(14.6%)

派遣労働者

12,239 

(4.8%)

期間契約社員

28,814 

(11.3%)

その他・不明

81,018 

(31.7%)

平成28年度
民事上の個別労働紛争

相談件数

計255,460件

- 4 -

相談者の種類

労働者 210,845（82.5％）

事業主 25,500（10.0％）

その他 19,115（ 7.5％）

※ 事業主からの相談については、
相談対象の労働者の就労形態を
計上している。



職場のトラブルから私たちの権利に
ついて考える

n 疑問に思ったら調べてみる。
n わからなかったら信頼できる先輩や同僚に相談してみる。
n 職場に労働組合があれば労働組合に、なければ外部の相
談機関に相談してみる。

n 正社員でも、パート・アルバイトでも原則として同⼀の
労働法（労働基準）が適⽤される。ただし、1週間の労働
⽇数や労働時間数により適⽤が変わる場合がある。
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職場のトラブルから私たちの権利に
ついて考える
（１）働き始めるとき

n 労働条件明⽰義務（ポケット労働法P10~19）。
n 契約書、労働条件通知書（ポケ労12-13）、就業規則（ポ
ケ労20-23）

n 労働条件か約゙束と違っていたら（ポケ労19）
• 契約内容を守れ！と要求できる
• 明⽰された労働条件か、゙実際の労働条件と異なってい
たことを理由に、たたぢに労働契約を 解除すること
ができる

12



職場のトラブルから私たちの権利に
ついて考える
（２）賃⾦
（２-１）店の業績が悪いので突然時給を950円から900円に
すると⾔われた。
n ⼀⽅的に賃下げはできない。労働者の合意や変更が合理
的なものであることが必要（ポケ労23）。

n 最低賃⾦を下回ることはできない。
n 都道府県ごとに最低賃⾦が定められている。毎年10〜11
⽉頃に改定される。ネットで確認を。

n 東京都932円（2016年10⽉1⽇から。それまでは907円）、
神奈川県930円、千葉県842円、埼⽟県845円
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職場のトラブルから私たちの権利に
ついて考える
（２）賃⾦
（２-２）毎⽇の残業時間の端数（14分まで）が切り捨てら
れて、その分の残業代が⽀払われなかった。
n 毎⽇の残業時間の端数切り捨ては違法。1ヶ⽉分の合計額
の30分未満を切り捨てて、30分以上の切り上げするなら
可能。

（２-３）アルバイト先が突然倒産して閉店してしまった。
今⽉分の給料が払われていない。
n 未払い賃⾦の⽴て替え払い制度（ポケ労31-33）。
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職場のトラブルから私たちの権利に
ついて考える
（２）賃⾦
（２-４）売れ残った商品を強制的に購⼊させられた（代⾦
を給与から控除された／賃⾦を⽀給する代わりに商品を渡
された）。
n 労働者の意志に反して、強制的に購⼊させることはでき
ない。括弧内は労基法違反（ポケ労28）。

（２-５）レジの不⾜分を強制的に負担させられた。
n 賃⾦から⼀⽅的に不⾜分を控除できない。制裁としての
減給（ポケ労29）や損害賠償請求するのであれば、使⽤
者は労働者の過失の⽴証が必要。

（２-６）休暇を認められず⽋勤したら２万円減給された。
n 制裁としての減給（ポケ労29）。

15



ビデオ『職場のトラブルを解決しよ
う！！〜⻑時間労働による過労死』
（７分・明治⼤学労働教育メディア
研究センター制作）

フルバージョン
『就活中のあなた必⾒です！！
〜ＯＢ・ＯＧからのメッセージ』
（12分）
https://youtu.be/arpIWNAsfy0
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職場のトラブルから私たちの権利に
ついて考える（３）労働時間・時間
外労働・休⽇・休憩
（３-１）労働時間の上限と例外
n 労働時間の上限（原則）：1⽇８時間、1週40時間
n 例外：変形労働時間制、事業場外労働みなし労働時間制、
裁量労働制など複雑な制度に注意

（ポケ労47-51）
n 休憩：6時間を超えると45分、8時間を超えると1時間の
休憩。⾃由利⽤の原則。（ポケ労52）
休憩が取れない、昼休みに電話番を命じられた、昼休み

中も窓⼝に待機してお客さんが来たら対応するように命じ
られた→違法！
n 休⽇：毎週１⽇、４週４⽇（ポケ労53-56）。
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職場のトラブルから私たちの権利に
ついて考える（３）労働時間・時間
外労働・休⽇・休憩
（３-２）深夜まで残業をさせられていますが、残業時間の
制限はないのですか／夜10時以降も働いていますが、深夜
の割増⼿当が払われていない／店⻑が⼤変⻑時間働いてい
る／準備時間や清掃、⽚付けの時間がサービス残業になっ
ている／労働時間の記録が改ざんされ不払いが発⽣してい
る。タイムカードの不正打刻（残業前打刻など）を強制さ
れ、サービス残業をさせられている。
n 時間外・休⽇労働をさせるには、就業規則の定め、時間
外・休⽇労働に関する労使協定［36（サブロク）協定］
の締結、割増賃⾦の⽀払い（ポケ労57-62）が必要。36協
定に定める範囲で時間外・休⽇労働が可能（それを超え
たら違法）。
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職場のトラブルから私たちの権利に
ついて考える（３）労働時間・時間
外労働・休⽇・休憩
（３-３）毎⽉30〜40時間くらい残業をしているが、時間外
⼿当はいつも同じ⾦額しか払われない。計算してみたら20
時間分が払われているみたいだ。差額を請求できるか？
n 時間外⼿当を定額（固定残業代）で⽀給する場合には、
あらかじめ何時間相当分かを明⽰し、その残業時間数を
超えたら、超過時間数の時間外⼿当を⽀給しなければな
らない。したがって、差額を請求できる。（ポケ労59）
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職場のトラブルから私たちの権利に
ついて考える（３）労働時間・時間
外労働・休⽇・休憩
（３-４）シフトは19時半までなのに、客が少ないと16時で
帰らせられる／⽣徒の当⽇キャンセルにより、塾に出勤し
てみると予定の勤務をキャンセルされた。
n 休業⼿当の⽀払義務（ポケ労28）。ただし、１⽇あたり
平均賃⾦の６割以上の⽀払い義務。⺠事的には原則10割
を請求できる。

（３-５）シフト希望を出していない⽇にシフトを⼊れられ
た。拒否できるか？
n 就業規則に定めがあれば、休⽇の出勤、休⽇の振り替え
（変更）を命ずることが可能。管理職や店⻑をしっかり
話し合うことが⼤切。
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職場のトラブルから私たちの権利に
ついて考える
（４）年次有給休暇
（４）学⽣バイトは年次有給休暇を取れないと⾔われた／
有給休暇を申請したら、その⽇は忙しいから取るなと⾔わ
れた
n 雇⽤形態に関係なく、6ヶ⽉以上継続勤務して全労働⽇の
８割以上出勤すれば、週の労働⽇数が１⽇でも有給休暇
を取れる（所定労働⽇数に⽐例して付与）。
（ポケ労63-65）

n 事業の正常な運営を妨げる場合に、使⽤者は他の⽇の変
更する権利がある（時季変更権）。
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職場のトラブルから私たちの権利に
ついて考える
（５）退職・解雇
（５-１）仕事を辞めたいが辞めさせてくれない。→退職の
⾃由（ポケ労111-112）。
（５-２）店⻑とトラブったら、突然明⽇から来なくて良い
と⾔われた／来週閉店するので解雇だと突然告げられた。
（ポケ労113-115）
n 解雇してはならない理由（労基法、労組法、男⼥雇⽤機
会均等法、育児介護休業法など）

n 解雇には合理的な理由が必要。
n 整理解雇の場合：整理解雇の４要件（必要性、回避努⼒、
⼈選の合理性、⼿続の妥当性）。

n 解雇が正当であっても30⽇前の予告か、30⽇分の平均賃
⾦（解雇予告⼿当）を⽀払わないといけない。
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困った時の対処⽅法と相談機関
（１）対処⽅法

23

n トラブルが起きたら、おかしいと思ったら、まず調べる
こと。

n ⼀⼈で悩まない。まずは相談すること。相談の上アク
ションするかどうか考えれば良い。

n 会社とのやり取り（管理職の発⾔）はできるだけ⽇時と
内容を記録しておく（メモ、録⾳）。

n 信頼できる先輩や同僚がいるなら、相談する。会社に労
働組合があれば相談してみる（信⽤できない感じがする
場合は、次の相談先へ）。



困った時の対処⽅法と相談機関
（２）労働⾏政機関
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n 東京都労働相談情報センター労働110番 0570-00-6110
（ポケ労P114-116）

n 労働基準監督署（ポケ労P122-123）、労働局総合労働相
談コーナー 0120-601-556（都内発信のみ）
http://www.mhlw.go.jp/general/seido/chihou/kaike
tu/soudan.html



困った時の対処⽅法と相談機関
（３）困った時の相談先⼀覧
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相談⽇・時間を設定している場合もあるので、各団体のホーム
ページで確認下さい。いずれも無料で相談を受けられます。
（３-１）中央労働団体（ナショナルセンター）の相談窓⼝
n 連合 0120-154-052（相談者の地元の相談窓⼝にかかりま
す）

（３-２）⼀⼈で加盟できる地域ユニオン・地域労組
n 下町ユニオン 江東区⻲⼾7-8-9松甚ビル2F 03-3638-3369
n コミュニティ・ユニオン全国ネットワーク（全国各地の地域
ユニオンの連絡先）
http://sites.google.com/site/cunnet/home/network/ 



困った時の対処⽅法と相談機関
（３）困った時の相談先⼀覧
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（３-３）弁護⼠や労働NPOなどの相談窓⼝
n ⽇本労働弁護団（弁護⼠による相談）
千代⽥区神⽥駿河台3-2-11 連合会館4階 03-3251-5363 

n NPO法⼈東京労働安全衛⽣センター（職場の安全衛⽣や労
働災害・職業病などの相談）
江東区⻲⼾7-10-1 Zビル5階 03-3683-9765 


